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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　活性表面を有する電極とともに使用されるメッシュ形状で多孔質の電流密度ディストリ
ビュータであって、前記電極の活性層に電流を提供するように適合され、前記活性層が前
記電流密度ディストリビュータの面に接触するように提供され、
　前記電流密度ディストリビュータに沿った電流フローの主要方向に沿って電流が流れ、
　前記電流密度ディストリビュータが、複数の導電性経路（５、１５、２５）を有する多
孔質メッシュ（１０）を備え、
　前記導電性経路（５、２５）の少なくとも一部が、前記電流密度ディストリビュータを
通した主要電流フローの方向に沿って延在する、電流密度ディストリビュータにおいて、
　前記多孔質メッシュ（１０）が、前記主要電流フローの方向に交差する方向で、電気絶
縁体（６）の複数の第１の経路の少なくとも一部を備え、
　前記電流密度ディストリビュータを通した前記主要電流フローに交差する方向における
前記電流密度ディストリビュータの電流容量が、前記電流密度ディストリビュータを通し
た前記主要電流フローに沿った方向における電流容量よりも小さく、
　前記多孔質メッシュが、前記導電性経路および／または絶縁性経路の間に複数の空き空
間を備える、電流密度ディストリビュータ。
【請求項２】
　単位長さ当たりの交差方向における導電性経路（１５）の数が、前記主要電流フローの
方向に沿った単位長さ当たりの導電性経路（５、２５）の数よりも少ない、請求項１に記
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載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項３】
　前記多孔質メッシュが、前記電流フローに平行な方向に沿って、相対的に大きい断面を
有する複数の第１の導電体（２５）と、相対的に小さい断面を有する複数の第２の導電体
（５）とを備える、請求項１または２に記載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項４】
　前記多孔質メッシュが、前記電流密度ディストリビュータを通した前記主要電流フロー
の方向に沿って、電気絶縁体の複数の第２の経路（１６）を備える、請求項１から請求項
３のいずれか一項に記載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項５】
　前記主要電流フローの方向に沿って、導電性経路（５、２５）および第２の電気絶縁性
経路（１６）が交互に提供される、請求項１から請求項４のいずれか一項に記載の電流密
度ディストリビュータ。
【請求項６】
　前記導電性経路（５、１５、２５）ならびに前記電気絶縁体の第１および第２の経路（
６、１６）が、規則的な幾何学パターンにしたがって配置される、請求項１から請求項５
のいずれか一項に記載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項７】
　前記導電性経路（５、１５、２５）が複数の導電性ワイヤを備え、前記電気絶縁体の第
１および第２の経路（６、１６）が電気絶縁体の複数のスレッドを備える、請求項１から
請求項６のいずれか一項に記載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項８】
　前記導電性経路（５、１５、２５）の２０℃における導電率が、少なくとも１．２５×
１０Ｅ３　Ｓ／ｍである、請求項１から請求項７のいずれか一項に記載の電流密度ディス
トリビュータ。
【請求項９】
　前記導電性経路（５、１５、２５）の抵抗率が８×１０Ｅ（－４）Ｏｈｍ．ｍ未満であ
る、請求項１から請求項８のいずれか一項に記載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項１０】
　前記導電性経路（５、１５、２５）が、少なくとも１２０ＭＰａの引張り強さを提供す
る導電性材料で形成される、請求項１から請求項９のいずれか一項に記載の電流密度ディ
ストリビュータ。
【請求項１１】
　前記絶縁性経路が、２０℃で少なくとも１０Ｅ１２　Ｏｈｍ．ｍの電気抵抗を有する電
気絶縁性材料で形成される、請求項１から請求項１０のいずれか一項に記載の電流密度デ
ィストリビュータ。
【請求項１２】
　前記絶縁性経路が、少なくとも１５ＭＰａの引張り強さを有する電気絶縁性材料で形成
される、請求項１から請求項１１のいずれか一項に記載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項１３】
　前記絶縁性経路が、少なくとも２０ＭＰａの圧縮強さを提供する電気絶縁性材料で形成
される、請求項１から請求項１２のいずれか一項に記載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項１４】
　前記絶縁性経路が、ポリアラミド、ポリエステル（ポリエチレンテレフタレート）、ポ
リオレフィン（ＵＨＭＷＰＥ、ＨＤＰＥ、ポリプロピレン、ポリエーテルケトン、ポリフ
ェニレンスルフィド、ポリエーテルイミド（ＰＥＩ）、脂肪族ポリアミド）、フッ素プラ
スチック（ＰＴＦＥ、ＥＴＦＥ、ＦＥＰ、ＰＦＡ、ＥＦＥＰ、ＰＣＴＦＥ）、（上述の高
分子の１つもしくは複数の）高分子マトリックスを含む、および強化成分（ガラス繊維、
セラミック繊維）を含む複合材料、あるいは上述の材料の２つ以上の任意の組み合わせま
たはブレンドから成る群から選択される電気絶縁性材料で形成される、請求項１から請求
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項１３のいずれか一項に記載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項１５】
　前記導電性経路（５、１５、２５）が、導電性高分子、金属合金（金、イリジウム、プ
ラチナ、ロジウム、パラジウム、銀、銅、ニッケル、亜鉛、タングステン、チタン、アル
ミニウム、錫、鋼、ステンレス鋼合金）、オーステナイト系ステンレス鋼および二相ステ
ンレス鋼の群から選択される導電性材料で形成される、請求項１から請求項１４のいずれ
か一項に記載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項１６】
　前記多孔質メッシュ（１０）が、織成、編成、編組、または溶接されたワイヤ、拡張さ
れたメッシュ、複数の穴を有するプレートまたはスクリーン、導電性経路を提供するよう
に光化学エッチングまたは電気鋳造を施した複数の穴を有するプレートの群から選択され
る材料を含む、請求項１から請求項１５のいずれか一項に記載の電流密度ディストリビュ
ータ。
【請求項１７】
　前記多孔質メッシュ（１０）が、少なくとも５０％の孔面積を有する、請求項１から請
求項１６のいずれか一項に記載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項１８】
　前記導電性経路（５、１５、２５）が、５０μｍ～５００μｍの平均断面を有する、請
求項１から請求項１７のいずれか一項に記載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項１９】
　前記絶縁性経路が、５０μｍ～２５０μｍ平均断面を有する、請求項１から請求項１８
のいずれか一項に記載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項２０】
　前記多孔質メッシュが、１ｃｍ当たり１０～５０の導電性経路を備える、請求項１から
請求項１９のいずれか一項に記載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項２１】
　前記多孔質メッシュが、１ｃｍ当たり１０～５０の絶縁性経路を備える、請求項１から
請求項２０のいずれか一項に記載の電流密度ディストリビュータ。
【請求項２２】
　前記電流密度ディストリビュータを通した前記主要電流フローに交差する方向における
前記電流密度ディストリビュータの電流容量が、前記電流密度ディストリビュータを通し
た前記主要電流フローに沿った方向における電流容量よりも小さい、請求項１から請求項
２１のいずれか一項に記載の少なくとも１つの電流密度ディストリビュータを備える電極
。
【請求項２３】
　前記電極が、前記電流密度ディストリビュータとの複数の接触点を有する活性層をさら
に備える、請求項２２に記載の電極。
【請求項２４】
　前記電極が、前記電流密度ディストリビュータとの複数の接触点を有する触媒作用的に
活性の層を備え、前記触媒作用的に活性の材料が、１つもしくは複数の微生物、１つもし
くは複数の酵素、１つもしくは複数の有機金属化合物、１つもしくは複数の無機および／
または有機化合物の群から選択される、請求項２３に記載の電極。
【請求項２５】
　前記電極が、前記電流密度ディストリビュータの一面上に配置されるガス浸透性材料の
層を備えるガス拡散電極である、請求項２２から請求項２４のいずれか一項に記載の電極
。
【請求項２６】
　単一の電流密度ディストリビュータまたは複数の電流密度ディストリビュータを備える
、請求項２２から請求項２５のいずれか一項に記載の電極。
【請求項２７】
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　請求項２２から請求項２６のいずれか一項に記載の少なくとも１つの電極を備える電気
化学セル。
【請求項２８】
　前記電気化学セルがガルヴァーニ電池または容量性セルである、請求項２７に記載の電
気化学セル。
【請求項２９】
　ユニポーラ構成の請求項２２から請求項２６のいずれか一項に記載の複数の電極を備え
る、電気化学セル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電極とともに使用されるメッシュ形状で多孔質の電流密度ディストリビュー
タであって、電極の活性層に電流を提供するように適合され、活性層が電流密度ディスト
リビュータの面に接触するように提供される、電流密度ディストリビュータに関する。
【背景技術】
【０００２】
　請求項１のプリアンブルによれば、電流密度ディストリビュータは、複数の導電性経路
を有する多孔質メッシュを備え、導電性経路の少なくとも一部は、電流密度ディストリビ
ュータを通した主要電流フローの方向に沿って延在する。
【０００３】
　電気化学リアクタ自体は既知であり、通常、バイポーラ構成または単極構成とも呼ばれ
るユニポーラ構成で配置された、１つもしくは複数の電気的に接続された電気化学シング
ルセルを備える。
【０００４】
　バイポーラ構成は、固体高分子電解質技術、例えばＰＥＭＦＣおよびＰＥＭ電解槽にお
ける高頻度の使用を見出している。バイポーラ構成を有する電気化学セルスタックでは、
いわゆるバイポーラ板は、２つのセル間に位置する導体素子である。それは、電気的に隣
接したセルを直列で接続する（「Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｅｌｅｃｔｒｏｃｈ
ｅｍｉｃａｌ　Ｐｏｗｅｒ　Ｓｏｕｒｃｅｓ」、ＩＳＢＮ： ９７８－０－４４４－５２
７４５－５）。電極の活性層内で発生するかまたは消費される電子は、電極の面に垂直な
方向（ｙ軸）で流れ、１つのセルのアノードと隣接セルのカソードとの間に載置されたバ
イポーラ板を通過し、電極の縁部（ラグ）にある収集点（１つもしくは複数）まで電極の
面内を流れる必要はない。
【０００５】
　ユニポーラ構成では、スタック／電気化学リアクタを形成する電気化学セルは外部接続
される。ユニポーラ構成を有するガルヴァーニ電池の電気化学リアクタ／スタックでは、
セルのアノードは、電極の縁部に沿ってまたはその縁部の一部に沿って装着された給電バ
ーに取り付けられる外部の導体素子を、例えばケーブル、金属ワイヤなどを使用して、隣
接セルのカソードに電気的に接続される。電子はアノードの縁部にある給電子によって収
集され、外部ケーブルはアノードを隣接セルのカソードに接続する（「Ｆｕｅｌ　ｃｅｌ
ｌｓ：ｆｕｎｄａｍｅｎｔａｌｓ　ａｎｄ　ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ」、ＩＳＢＮ　９
７８－０－３８７－３５４０２－６）。
【０００６】
　ユニポーラ構成を有する電解槽では、スタックを形成する複数の交互になった陽極およ
び陰極は、イオン浸透膜によって分離される。ユニポーラ設計を有する電解槽では、スタ
ックを形成する電気化学セルは外部接続され、陽極ならびに陰極は並列で電気的に接続さ
れる。アセンブリは電解質バスまたはタンクに浸漬される。ユニポーラ構成を有するセル
スタックは、アノードで電子を収集し、次のセルのカソードに外部接続することを要する
。電気化学セルのユニポーラ構成は、低電力の用途、および機能不良のシングルセルを動
作中に交換することを要するような特別な用途における、広範囲の使用を見出している。
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【０００７】
　ユニポーラ構成は即ち、バイポーラスタックには当てはまらない、機能不良のセルを単
純かつ簡単に特定し交換することを可能にしている（「Ｆｕｅｌ　Ｃｅｌｌ　Ｓｃｉｅｎ
ｃｅ　ａｎｄ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ：Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｐｒｏｃｅｓｓｅｓ，Ｓ
ｙｓｔｅｍｓ　ａｎｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ」、ＩＳＢＮ：９７８３５２７６５０２４
８）。ユニポーラ構成はまた、不活性のスペーサ材料が存在することによってアノードと
カソードとの間の直接接触が妨げられる、液体電解質を備えた電気化学セルの場合にも好
ましい。しかしながら、適切なスペーサ材料を選択するように注意しなければならず、そ
のことによってセルの重量および寸法が不必要に増加することがある。
【０００８】
　ユニポーラ構成の主な制限事項は、比較的高コストである点、また、電流密度ディスト
リビュータ全体にわたる電力密度分布が不規則なことがあり、その結果、電力密度が局所
的に不十分なことがある点である。ユニポーラ構成では、電子電流は、電極の面全体にわ
たって電極の対向面間で電極の長さを通して輸送され、それによって電極の給電子および
集電子が接続される。電流が全て、電極表面全体を通して流れ、電流がそこに沿って収集
される縁部に達することができるわけではないと思われることが観察されている。その結
果、局所的なオーミック過電圧が比較的高い場合があり、それによって電解セルの効率が
阻害される。
【０００９】
　従来の多孔質電極およびガス拡散電極が、電極の縁部にある集電子において電子の大部
分を収集できるようにするのに十分な内部導電率を示さないという問題は、導電性である
電流密度ディストリビュータを電極構造の主要部分に組み込むことによって解決されてき
た。高頻度で使用されている電流密度ディストリビュータは、電気化学反応が行われる電
極の活性の多孔質層に組み込まれる金属メッシュを備える。メッシュは、主要電流フロー
の方向に沿った方向およびその交差方向で、必要な面内導電率を電極に付加し、電極の電
気化学的に活性の層に対して機械的および寸法的な支持を提供する。厚さおよび孔面積の
広範な組み合わせで多種多様な合金から作られた、電気抵抗の低い金属グリッドまたはメ
ッシュが市販されている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、既存の金属メッシュ電流密度ディストリビュータは、特にユニポーラ電
極で使用されるとき、いくつかの不利な点を示す。金属ワイヤは非常に高価であり、それ
によって電極のコストに著しく寄与する。さらに、金属ワイヤは高密度を有し、その結果
、特定の電流容量を想定した場合に電極の重量が非常に重くなる（「Ｆｕｅｌ　ｃｅｌｌ
ｓ：ｆｕｎｄａｍｅｎｔａｌｓ　ａｎｄ　ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ」、ＩＳＢＮ９７８
－０－３８７－３５４０２－６、「Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｅｌｅｃｔｒｏｃ
ｈｅｍｉｃａｌ　Ｐｏｗｅｒ　Ｓｏｕｒｃｅｓ」、ＩＳＢＮ：９７８－０－４４４－５２
７４５－５、「Ｆｕｅｌ　Ｃｅｌｌ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｅｎｇｉｎｅｒｒｉｎｇ
：Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｐｒｏｃｅｓｓｅｓ，Ｓｙｓｔｅｍｓ　ａｎｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌ
ｏｇｙ」、ＩＳＢＮ：９７８３５２７６５０２４８を参照のこと）。
【００１１】
　ＥＰ０．０５１．４３７は、飽和塩化ナトリウム食塩水から塩素ガスおよび水酸化ナト
リウムを生成するのに使用される電解セルを開示している。酸素（空気）カソードを使用
することによって、カソードにおける水素分子の望ましくない形成を抑制することが可能
になるが、水素分子の形成は依然として、セルを動作させるのに使用される電気エネルギ
ー消費の約２５％を占める。
【００１２】
　ＥＰ０．０５１．４３７に開示されている酸素カソードは、フィブリル化したカーボン
ブラック・ポリテトラフルオロエチレンの未焼結ネットワーク内に位置付けられる、銀を
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触媒とした活性炭粒子の活性層を備える。活性層の「作用」面は、非対称の織成ワイヤメ
ッシュ電流密度ディストリビュータで被覆され、活性層の他方の対向面は、例えばＰＴＦ
Ｅで作られた、多孔質で防水性の裏打ち材料層で被覆される。非対称の織成ワイヤメッシ
ュ電流密度ディストリビュータは、電流密度ディストリビュータの主要な給電子の方向に
ほぼ平行な方向よりも、主要な給電子にほぼ垂直な方向において、より多数の導電ワイヤ
を有するような形で設計されてきた。ほぼ垂直方向のワイヤは電極の狭い（より短い）導
電性経路の両端に及ぶ。非対称の織成ワイヤメッシュ電流密度ディストリビュータは、好
ましくは、平行方向のワイヤの１．５～３倍の数のかかる垂直方向のワイヤを有し、特に
、０．００５インチ（０．１２７ｍｍ）のワイヤ厚さを有する従来の対称的な織成ワイヤ
に対して、５０ストランド／インチの垂直方向のワイヤおよび２５ストランド／インチの
平行方向のワイヤを有する。ワイヤメッシュ電流密度ディストリビュータの非対称構造に
より、材料および織成コストの実質的な節約を達成することができる一方で、効率的な電
流分布、ならびに電流の移動方向の制御およびその結果としての電流経路の制御を達成で
きることが説明される。
【００１３】
　しかしながら、ＥＰ０．０５１．４３７に開示されている電流密度ディストリビュータ
は、機械的および寸法的安定性、ならびに活性層に対する十分な支持が保証されるべきで
ある場合に、垂直方向のワイヤの限定された部分しか除去することができないという不利
な点を示している。このように、ＥＰ０．０５１．４３７によれば、重量およびコストの
低減は限定的にしか達成できない。
【００１４】
　したがって、既知の電流密度ディストリビュータよりも低重量であり、低い生産コスト
で製造することができ、それによって電流密度ディストリビュータの寸法的および機械的
安定性に悪影響を及ぼすことがない、電極で使用される電流密度ディストリビュータが必
要とされている。
【００１５】
　したがって、本発明は、既知の電流密度ディストリビュータよりも低重量であり、低い
生産コストで製造することができ、良好な寸法的および機械的安定性を示す、かかる電流
密度ディストリビュータを提供しようとするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　これは、請求項１の特徴部分の技術的特徴を示す電極を用いて、本発明にしたがって達
成される。
【００１７】
　それに加えて、本発明の電流密度ディストリビュータは、多孔質メッシュが、主要電流
フローの方向に交差する方向で、電気絶縁体の複数の第１の経路を備えること、ならびに
、電流密度ディストリビュータを通した主要電流フローに交差する方向における電流密度
ディストリビュータの電流容量が、電流密度ディストリビュータを通した主要電流フロー
に沿った方向における電流容量よりも小さいことを特徴とする。
【００１８】
　「電流密度ディストリビュータ」という用語は、本明細書で使用するとき、電極全体に
わたって電流を分布させることができ、電極の活性層と電子を交換することができる、多
孔質メッシュの形態の導電性材料を意味するものと認識される。
【００１９】
　本発明者らは、電流密度ディストリビュータ全体にわたって電流フローの主要方向を交
差して延在する導電性経路は、電流密度ディストリビュータを通した電流の伝導（および
電子輸送）にほとんど寄与しないことを観察している。本発明者らはまた、交差方向にお
ける電流容量を低減する手段としてその方向で延在する導電性経路を除去しても、電流密
度ディストリビュータ全体にわたる電流の分布に対する影響は、あったとしてもほとんど
影響しないことも観察している。結果として、交差方向で延在する導電性経路による、電
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流密度ディストリビュータに接触している活性層への電子供給、および活性層の性能に対
する寄与は、同様に無視できる程度である可能性が最も高くなる。したがって、主要電流
フローの方向に交差する方向で使用される導電性材料の量は、電流密度ディストリビュー
タ全体にわたる電流分布に悪影響を及ぼすリスクを最小限に抑えて低減されてもよい。実
際上、主要電流フローの方向に交差する方向におけるより低い電流容量は、一般的に、主
要電流フローの交差方向における単位長さ当たりの導電性経路の数をより少なくすること
によって、またはその同じ方向における平均直径もしくは断面がより小さい導体を使用す
ることによって得られてもよい。それらの手段は両方とも、主要電流フローの交差方向に
おける材料重量と、それに伴う電流密度ディストリビュータの材料コストの両方が低減さ
れてもよいという影響を有するようになる。
【００２０】
　主要電流フローの方向に交差する方向で、電気絶縁性材料の経路の適切な数を補足的に
組み込むことで、電流密度ディストリビュータの重量またはコストを犠牲にすることなく
、メッシュ形状の電流密度ディストリビュータの機械的および寸法的安定性を所望の範囲
内で維持できること、またはさらに改善できることが担保される。交差方向における導電
性経路の数またはサイズを単純に低減することが、即ち機械的および寸法的安定性を低下
させる恐れがあることがある。本発明者らは、電気絶縁体の経路を組み込むことが、電流
密度ディストリビュータを製造する生産プロセスを必ずしも複雑にするものではなく、ま
た、電流密度ディストリビュータ全体にわたる電流のフローおよび分布に不利な形で干渉
しないことを観察している。本発明で使用される好ましい電気絶縁性材料は、導電性材料
よりも比較的低い比重量（ｇ／ｃｍ３）を有する材料である。
【００２１】
　本発明者らはさらに、追加の導電体経路が、電流密度ディストリビュータの重量および
材料コストを望ましくない限界を越えて必ずしも増加させることなく、また生産プロセス
をさらに複雑にすることなく、主要電流フローの方向で装着されてもよいので、主要電流
フロー方向に交差する方向の導電性経路を低減することで、主要電流フローの方向に沿っ
た方向の電流容量を増加させることが可能になることを観察している。対照的に、主要電
流フローに沿った方向における電流容量の増加と関連付けられる利点は、その方向でより
高いフロー容量を達成することができ、そのことが、電流密度ディストリビュータ全体に
わたるより均質な電流密度分布に結び付く点である。また、多孔質メッシュにおける隣接
した電気導体間の距離がより短いことは、より均質な電流密度分布を達成できるという影
響を有するので、電流密度ディストリビュータと関連付けられる活性層に存在するより多
数の活性部位に電気エネルギーが供給されてもよい。このことは、電流密度ディストリビ
ュータを電気化学セルで使用するときに有利であるが、それは、電流密度ディストリビュ
ータに接触している活性層のより均質な性能を達成することができ、そのことが概して、
反応速度論、反応選択性、反応収率、電気化学的抽出、およびイオン移動速度の改善に結
び付くためである。したがって、主要電流フローの交差方向における電流容量を低減する
ことによって、主要電流フローに沿った電流容量を増加させることができる。そこから生
じるいかなる機械的または寸法的不安定性も、電気絶縁性材料の経路を主要電流フローの
交差方向で組み込むことによって補償することができる。
【００２２】
　このように、本発明は、機械的および寸法的安定性に悪影響を及ぼすことなく、単位面
積当たりの重量の低減を示すことと材料コストの低減を示すこととの間の理想的な補償を
提供することができる、電流密度ディストリビュータを開示する。さらに、主要電流フロ
ーの方向に沿って延在する方向における電流容量を改善することができ、その結果、電流
密度ディストリビュータ全体にわたるより均質な電流密度分布を得ることができる。より
均質な分布とは、電流密度ディストリビュータの表面全体にわたってより均質な電流密度
が得られるが、低電流または無電流の場所の数も低減できることを意味する。このことは
、本発明の電流密度ディストリビュータを利用する用途において有利である。
【００２３】
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　電流密度ディストリビュータにおける電流容量の増加は、例えば、より多数の導電性経
路を使用することによって、または導電性経路の平均直径を増加させることによって達成
されてもよい。
【００２４】
　電流密度ディストリビュータの機械的および寸法的に悪影響を及ぼすリスクを最小限に
抑えて、その重量低減を最大限にすることを可能にするために、主要電流フローの方向に
交差する方向で、単位長さ当たりの導電性経路の数をより少なくすることが好ましい。主
要電流フローの方向に沿って延在する方向に比べて、交差方向における単位長さ当たりの
導電性経路の数を低減することによって、電流密度ディストリビュータ全体にわたる電流
フローおよび電流密度分布に悪影響を及ぼすことなく、電流密度ディストリビュータの重
量ならびに材料コストを低減することができる。
【００２５】
　主要電流フローの方向に沿った方向よりも、交差方向において単位長さ当たりの導電性
経路の数を少なくする代わりに、またはそれに加えて、電流フローに平行な方向に沿った
導電性経路の少なくとも一部は、主要電流フローの方向に交差する方向の導電性経路より
も大きい平均断面を有してもよい。より大きい平均断面を有する導電性経路を使用するこ
とで、導電性経路の電気抵抗を低減するとともに、それらの電流容量を増加させることが
可能になるので、給電子から離れた部分に向かう電流を担保することができ、電流密度デ
ィストリビュータ全体にわたるより均一な電流密度分布を達成することができる。同時に
、孔面積の分画を増加させることができ、このことは、電流密度ディストリビュータに接
触している活性層のより大きい表面積が反応物にアクセス可能であり、電気化学的な反応
、分離、変換、および／または抽出に利用可能であるという効果を有する。しかしながら
、好ましくは、導電性経路の平均断面は、厚さ方向における電流密度ディストリビュータ
の寸法が、活性層と接触する電流密度ディストリビュータを含む電極の寸法を、特にその
厚さを増加させるほど、大きくなりすぎないようなものである。
【００２６】
　さらなる重量低減が想定される場合、多孔質メッシュは、電流密度ディストリビュータ
を通した主要電流フローの方向に沿った方向で、電気絶縁体の複数の経路を備えてもよい
。電気絶縁性経路が存在することで、電流密度ディストリビュータの重量およびコストを
犠牲にすることなく、メッシュの機械的および寸法的安定性が悪影響を受けないことが担
保される。
【００２７】
　電流密度ディストリビュータ全体にわたる電流密度分布の均質性は、規則的パターンに
したがって導電性経路および電気絶縁性経路を配置することによって、さらに改善するこ
とができる。これは、例えば、主要電流フローの方向に沿った方向で、導電性経路および
電気絶縁性経路を交互にすることによって達成することができる。これはまた、例えば、
規則的な幾何学パターンにしたがって導電性経路および電気絶縁体の経路を配置すること
によって達成することができる。均質な電流密度分布は、活性層の均質な性能、ならびに
反応速度論、反応選択性、反応収率、電気化学的抽出、およびイオン移動速度の改善を達
成し、電極の単位表面積当たりの均質な反応収率を担保するために重要なことがある。活
性層のより均質な性能はまた、隣接した電気化学的活性部位の立体阻害に対するリスクを
低減することができるので、電解セルのより良好な全体収率をもたらすことができる。
【００２８】
　電流密度ディストリビュータの最適な機能性を達成するために、特に、十分な寸法的お
よび機械的強さを提供しながら、電流密度ディストリビュータと電流密度ディストリビュ
ータに接触している活性層との間の最適な接触を担保するために、電流密度ディストリビ
ュータにおける導電性経路と電気絶縁体との配置は、電流および電位分布モデリングを使
用して最適化されてもよい。
【００２９】
　本発明はまた、上述したような電流密度ディストリビュータ、または複数のかかる電流
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密度ディストリビュータを備える電極に関し、電極は、アノードもしくはカソードまたは
容量性電極のいずれかであってもよい。本発明はまた、上述の電流密度ディストリビュー
タを備えるガス拡散電極に関し、ガス拡散電極は、電流密度ディストリビュータの第１の
面に接触する多孔質活性層と、好ましくは電流密度ディストリビュータの対向面に沿って
配置される疎水性材料の層とをさらに備える。好ましい一実施形態では、電極はさらに、
電極層の１つまたは複数の沸点圧力による、電極の一面側の液相と電極の対向面側のガス
相との間の障壁として機能する。別の好ましい実施形態では、電極は液体電解質に完全に
または部分的に沈められる。
【００３０】
　かかる電極は、アノードおよびカソードが自由な電解質液相によって分離される電気化
学セルで使用するのに特に適している。したがって、本発明はまた、上述したような電極
の１つまたは複数を含む電気化学セルに関する。
【００３１】
　本発明の電流密度ディストリビュータは、例えば、アノードまたはカソードのどちらか
である多層電極の構成要素として使用されてもよく、その電気化学的に活性の層は、高分
子結合された電気化学的に活性の粒子を含む。
【００３２】
　本発明はさらに、電流密度ディストリビュータを備える少なくとも１つの電極を備える
電気化学セルに関する。本発明は特に、複数のかかる電極を備える、ユニポーラ構成の電
気化学セルに関する。
【００３３】
　「電気化学セル」という用語は、少なくとも１つの陽極および少なくとも１つの陰極か
ら成り、それらをイオン的に接続するイオン導電性経路が存在すること、およびそれらを
電気的に接続する電気負荷（電子のフローを消費もしくは印加することができる）が存在
することの両方によって、それらの間に電圧差（起電力としても知られる）が確立される
、デバイスを指す。
【００３４】
　「電気化学セル」という用語は、本発明の範囲内において、化学エネルギーを電気エネ
ルギーに変換するデバイス、例えばガルヴァーニ電池を指すことができるものと認識され
る。ガルヴァーニ電池は、通常、全体的な酸化還元反応によって起電力が生じるような形
で配置される、２つ以上の電極（少なくとも１つのアノード、少なくとも１つのカソード
）を備える。「燃料電池」という用語は、本発明の開示において使用するとき、燃料と酸
化剤との反応によって、燃焼を伴わずに燃料の化学エネルギーを電気エネルギーに直接変
換する、ガルヴァーニ電池を意味する。
【００３５】
　本発明の範囲内において、「電気化学セル」という用語はまた、電気分解によって電気
エネルギーを化学エネルギーに変換するデバイス、例えば電解セルを指すことがある。電
解セルは、通常、全体的な酸化還元反応によって起電力が生じるような形で配置される、
２つの電極を備える。「電気化学セル」という用語はまた、本発明の開示において使用す
るとき、電気化学的な非ファラデープロセス、または静電分離もしくは抽出プロセスで、
例えば容量性脱イオン化で使用されるデバイスを指してもよい。
【００３６】
　上述した本発明の電流密度ディストリビュータを備える、１つまたは複数の電極を備え
た電気化学セルの応用分野としては、電気化学的変換システムで使用される電気化学セル
、例えば、燃料と酸化剤との反応によって燃料の化学エネルギーを電気エネルギーに変換
する燃料電池；電気分解；例えば水素、過酸化水素の生成、化学物質および電気の同時発
生のための電気合成反応；電解抽出；空気電池；微生物燃料電池、微生物電解セル、生物
電気合成反応などの生物電気化学システム；２つの多孔質炭素電極の両端間に電位差を加
えることによって水を脱イオン化するのに適した、電気化学的分離プロセス、例えば容量
性脱イオン化が挙げられる。アニオンは水から除去され、正に分極された電極に格納され
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る。同様に、カチオンは負に分極された電極に格納される。
【００３７】
　本発明はさらに、本発明の好ましい実施形態を示す添付図面および図面の説明において
解明される。
【００３８】
　図面中、要素のうちいくつかのサイズは、例証目的で誇張され縮尺通りに描かれないこ
とがある。寸法および相対寸法は、必ずしも本発明の実施に対する実際の換算に対応しな
い。
【００３９】
　以下の説明において、請求項でも使用される「接触」という用語は、直接接続のみに制
限されるものと解釈すべきでない。それは、他のデバイスもしくは手段を含む経路であっ
てもよい、出力と入力との間の経路が存在することを意味する。「接触」は、２つ以上の
要素が直接物理的または電気的に接触しているか、あるいは２つ以上の要素が互いに直接
接触していないが、互いに依然として協働または相互作用することを意味してもよい。
【図面の簡単な説明】
【００４０】
【図１ａ】平織り材料を含む電流密度ディストリビュータの一例を示す概略図である。
【図１ｂ】絡み織り材料を含む電流密度ディストリビュータの一例を示す概略図である。
【図１ｃ】電流フローの主要方向に平行な方向における導電体の一部が導電体の別の一部
よりも相対的に大きい平均断面を有する、平織り材料を含む電流ディストリビュータの一
例を示す概略図である。
【図１ｄ】電流フローの主要方向に平行な方向における導電体の一部が導電体の別の一部
よりも相対的に大きい平均断面を有する、絡み織り材料を含む電流ディストリビュータの
一例を示す概略図である。
【図２ａ】メッシュにおける「孔面積」が意味するものを示す図である。
【図２ｂ】ｙ方向または厚さ方向を示す本発明の電流ディストリビュータの一例を示す図
である。
【図３ａ】電流フローの主要方向に平行な方向の経路の一部が電気絶縁性材料で作られて
いる、平織り材料および絡み織り材料をそれぞれ含む電流ディストリビュータの一例を示
す概略図である。
【図３ｂ】非導電性ヤーンが有孔導体箔状に編組／交絡されていることを示す図である。
【図４ａ】主要電流フローの方向に沿ったｚ方向で長さ１０ｃｍにわたって均一に分布さ
せた１０本の導電性ワイヤを有し、また、電流の主要フローに垂直なｘ方向で長さ１０ｃ
ｍにわたって均一に分布させた１０本の導電性ワイヤを有する集電子に関して、ｘおよび
ｚ方向で上述の計算モデルを使用して計算した電流密度分布を示す図である。
【図４ｂ】図４ａの集電子に対応する電流密度分布を示す図である。
【図５ａ】主要電流フローの方向に沿ったｚ方向で長さ１０ｃｍにわたって均一に分布さ
せた１０本の導電性ワイヤを有し、また、電流の主要フローに垂直なｘ方向で長さ１０ｃ
ｍにわたって均一に分布させた１５本の導電性ワイヤを有する集電子に関して、ｘおよび
ｚ方向で上述の計算モデルを使用して計算した電流密度分布を示す図である。
【図５ｂ】図５ａの集電子に対応する電流密度分布を示す図である。
【図６ａ】主要電流フローの方向に沿ったｚ方向で長さ１０ｃｍにわたって均一に分布さ
せた１０本の導電性ワイヤを有し、また、電流の主要フローに垂直なｘ方向で長さ１０ｃ
ｍにわたって均一に分布させた２０本の導電性ワイヤを有する集電子に関して、ｘおよび
ｚ方向で上述の計算モデルを使用して計算した電流密度分布を示す図である。
【図６ｂ】図６ａの集電子に対応する電流密度分布を示す図である。
【図７ａ】主要電流フローの方向に沿ったｚ方向で長さ１０ｃｍにわたって均一に分布さ
せた１０本の導電性ワイヤを有し、また、電流の主要フローに垂直なｘ方向で長さ１０ｃ
ｍにわたって均一に分布させた３０本の導電性ワイヤを有する集電子に関して、ｘおよび
ｚ方向で上述の計算モデルを使用して計算した電流密度分布を示す図である。
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【図７ｂ】図７ａの集電子に対応する電流密度分布を示す図である。
【図８ａ】主要電流フローの方向に垂直な方向（ｘ軸）で長さ１０ｃｍにわたって均一に
分布させた非導電性プラスチック材料の１０本のスレッドを有し、主要電流フローに沿っ
た方向（ｚ軸）で長さ１０ｃｍにわたって均一に分布させた１５本の導電性ワイヤを有す
る、電流分布ディストリビュータ全体にわたる電流密度分布を示す図である。
【図８ｂ】ｚ軸に沿った対応する電流密度プロファイルを示す図である。
【図９ａ】主要電流フローの方向に垂直な方向（ｘ軸）で長さ１０ｃｍにわたって均一に
分布させた非導電性プラスチック材料の１０本のスレッドを有し、主要電流フローに沿っ
た方向（ｚ軸）で長さ１０ｃｍにわたって均一に分布させた２０本の導電性ワイヤを有す
る、電流分布ディストリビュータ全体にわたる電流密度分布を示す図である。
【図９ｂ】ｚ軸に沿った対応する電流密度プロファイルを示す図である。
【図１０ａ】主要電流フローの方向に垂直な方向（ｘ軸）で長さ１０ｃｍにわたって均一
に分布させた非導電性プラスチック材料の１０本のスレッドを有し、主要電流フローに沿
った方向（ｚ軸）で長さ１０ｃｍにわたって均一に分布させた３０本の導電性ワイヤを有
する、電流分布ディストリビュータ全体にわたる電流密度分布を示す図である。
【図１０ｂ】ｚ軸に沿った対応する電流密度プロファイルを示す図である。
【図１１ａ】主要電流フローの方向に垂直な方向（ｘ軸）で、厚さ２ｍｍの複数の導電性
ワイヤを有し、残りの導電性ワイヤが厚さ０．２５ｍｍを有する、電流密度ディストリビ
ュータの電流密度分布を示す図である。
【図１１ｂ】ｚ軸に沿った対応する電流密度プロファイルを示す図である。
【図１２ａ】主要電流フローの方向に垂直な方向（ｘ軸）で、厚さ１ｍｍの複数の導電性
ワイヤを有し、残りの導電性ワイヤが厚さ０．２５ｍｍを有する、電流密度ディストリビ
ュータの電流密度分布を示す図である。
【図１２ｂ】ｚ軸に沿った対応する電流密度プロファイルを示す図である。
【図１３ａ】主要電流フローの方向に垂直な方向（ｘ軸）で、厚さ０．５ｍｍの複数の導
電性ワイヤを有し、残りの導電性ワイヤが厚さ０．２５ｍｍを有する、電流密度ディスト
リビュータの電流密度分布を示す図である。
【図１３ｂ】ｚ軸に沿った対応する電流密度プロファイルを示す図である。
【図１４ａ】主要電流フローの方向に垂直な方向（ｘ軸）で、それぞれ厚さ２ｍｍおよび
０．２５ｍｍの複数の導電性ワイヤを有し、主要電流フローの方向に沿った方向（ｚ軸）
で、厚さ２ｍｍの複数の導電性ワイヤを有し、残りの導電性ワイヤが厚さ０．２５ｍｍを
有する、電流密度ディストリビュータの電流密度分布を示す図である。
【図１４ｂ】ｚ軸に沿った対応する電流密度プロファイルを示す図である。
【図１５ａ】主要電流フローの方向に垂直な方向（ｘ軸）で、それぞれ厚さ２ｍｍおよび
０．２５ｍｍの複数の導電性ワイヤを有し、主要電流フローの方向に沿った方向（ｚ軸）
で、厚さ１ｍｍの複数の導電性ワイヤを有し、残りの導電性ワイヤが厚さ０．２５ｍｍを
有する、電流密度ディストリビュータの電流密度分布を示す図である。
【図１５ｂ】ｚ軸に沿った対応する電流密度プロファイルを示す図である。
【図１６ａ】主要電流フローの方向に垂直な方向（ｘ軸）で、それぞれ厚さ２ｍｍおよび
０．２５ｍｍの複数の導電性ワイヤを有し、主要電流フローの方向に沿った方向（ｚ軸）
で、厚さ０．５ｍｍの複数の導電性ワイヤを有し、残りの導電性ワイヤが厚さ０．２５ｍ
ｍを有する、電流密度ディストリビュータの電流密度分布を示す図である。
【図１６ｂ】ｚ軸に沿った対応する電流密度プロファイルを示す図である。
【図１７】金属およびプラスチック混合メッシュを備える電流密度ディストリビュータを
示す図である。
【図１８】電流密度ディストリビュータが電流を供給するラグを頂部に沿って備える、本
発明の電流密度ディストリビュータを備える電極を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００４１】
　図面および実施例において、主要電流フローの方向はｚ軸であり、主要電流フローに交
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差する方向はｘ軸であるものと仮定する。電流密度ディストリビュータ、および電流密度
ディストリビュータを含む電極の、最小の寸法または厚さはｙ軸の方向である。図面中の
寸法は指標であり、縮尺通りではない。
【００４２】
　図１ａ～１ｅに示される電流密度ディストリビュータは、１つの単一の多孔質メッシュ
１０、またはいくつかの多孔質メッシュ１０のアレイを収容する、円周方向の導電性フレ
ーム１を備える。円周方向のハウジングの代わりに、例えば図４に示されるものなど、電
流密度ディストリビュータの第１の面２の一部のみに沿って延在するラグに沿って電流が
供給される、他の構成が使用されてもよい。ラグの寸法、即ち第１の面２に沿ったその高
さおよび長さは、電流密度ディストリビュータの想定される用途に応じて変わってもよい
ことが理解される。
【００４３】
　フレームの第１の面２は、電気エネルギーを電流密度ディストリビュータに供給するた
め、給電子３を使用する電気エネルギー源に接続される。電流は、矢印によって示される
方向で、給電子３から第１の面２の反対側の面４へと流れるものと仮定され、そこで電流
が収集されてもよい。しかしながら、フレーム１は、給電子３および集電子４が、電流密
度ディストリビュータの対向面に装着されることに限定されることがある。
【００４４】
　メッシュ１０は、互いに接続されるかまたは互いに接触してもよく、多孔質メッシュの
性質に依存しなくてもよい、複数の導電性経路５、１５、２５を備える。導電性経路５の
少なくとも一部は、電流密度ディストリビュータを通した主要電流フローの方向に沿って
延在する。メッシュ１０は、電流密度ディストリビュータを通した主要電流フローの方向
に交差する方向で延在する、複数の導電性経路１５を備えてもよい。メッシュ１０は、主
要電流フローの方向に交差する方向で、電気絶縁体の複数の経路６をさらに備えてもよい
。メッシュ１０はまた、主要電流フローの方向に沿った方向で、電気絶縁体の複数の経路
７を備えてもよい。メッシュは、主にｘ方向およびｚ方向で延在してもよいが、図２ｂに
よって示されるようにｙ方向でも延在してもよい。メッシュは正方形のメッシュであって
もよいが、他の幾何学形状が同様に使用されてもよい。メッシュの幾何学形状は一般に、
後述するような材料の性質に伴って変動するであろう。
【００４５】
　本発明の範囲内において、「メッシュ」は、繊維、バー、もしくはスレッドを、織成、
編成、編組、溶接、または発泡したメッシュを意味する。「メッシュ」という文言は、図
１７に示されるものなど、導電性ワイヤおよび絶縁性スレッドのほぼ方形の形状および配
向を有する正方形のメッシュを意味するが、メッシュはまた、管状、またはコイル形状、
または他の形状の三次元材料であってもよい。プレート、シート、箔、膜、またはスクリ
ーンに、例えば、光化学エッチングまたは電気鋳造を使用して穴が形成されてもよい。有
孔のプレート、シート、箔、膜、スクリーン、または織成材料が利用される場合、主要電
流フローの方向に沿って延在する経路は一般に、主要電流フローの方向にほぼ平行に通り
、主要電流フローの方向に交差する方向で延在する経路は一般に、電流フローの主要方向
にほぼ垂直に延在する。また、主要電流フローの方向に沿って延在する経路は、一般に、
主要電流フローの交差方向で延在する経路にほぼ垂直に通る。編成、編組、または発泡し
たメッシュを利用する場合、穴は、ある程度不規則な形状を有してもよく、不規則に位置
付けられてもよく、２つ以上の異なる形状の穴が存在してもよい。また、主要電流フロー
の方向に沿って延在する経路は、一般に、主要電流フローの方向に対して９０°超過の角
度で延在し、主要電流フローの方向に交差する方向で延在する経路は、一般に、電流フロ
ーの主要方向に対して９０°未満の角度で延在する。また、主要電流フローの方向に沿っ
て延在する経路は、主要電流フローの交差方向で延在する経路にほぼ垂直に通らない場合
が多くてもよい。開放構造を有する織成材料、スクリーン、またはプレートが利用される
場合、穴は、幾何学パターンにしたがって配置される場合が多い。穴は、メッシュのｘ方
向で均一に離隔されてもよいが、不規則な間隔も同様に可能である。別の好ましい実施形
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態によれば、穴は、メッシュのｚ方向で均一に離隔されてもよいが、不規則な間隔も同様
に可能である。多孔質メッシュは等方性材料または異方性材料であってもよい。
【００４６】
　織成材料は、例えば、平織り（タビー織り、リネン織り、もしくはタフタ織りとも呼ば
れる）、絡み織り（交差織り、もしくはろ織りとも呼ばれる）であってもよく、換言すれ
ば、織成材料は当業者には既知の基本的な織成プロセスを使用して作られてもよい。平織
りおよび絡み織りの一例が、それぞれ図１ａおよび１ｂに示される。バランス平織りは、
ワープおよびウェフトが、１ｃｍ当たりの縦糸と１ｃｍ当たりの横糸が同じサイズおよび
同じ数のスレッドで作られる織物である。織成材料はまた、ワープヤーンが対で配置され
、ウェフトヤーンの周りで撚られて、丈夫であるが薄い織物を提供するようにウェフトが
しっかり適所で保たれる、絡み織りであってもよい。絡み織りは、ヤーンのすべりまたは
スレッドの置き違いがほとんどない解織物（open fabric）を生成する。
【００４７】
　本発明とともに使用するのに適した他のタイプのメッシュとしては、機械的および寸法
的安定性を担保するために、非導電性材料の複数のワイヤが電流フローに垂直な方向で交
絡された、導電性材料で作られた有孔スクリーン、シート、プレート、膜、または箔が挙
げられる。本発明とともに使用するのに適したさらに他のタイプのメッシュとしては、導
電性材料の複数のワイヤまたはスレッドが電流フローに平行な方向で交絡された、非導電
性材料で作られた有孔シート、プレート、または箔が挙げられる。本発明とともに使用す
るのに適したさらなるタイプのメッシュとしては、有孔シート、箔、またはプレート上に
印刷された、電流フロー方向に平行に延在する導電性材料のライン／ワイヤが挙げられる
。
【００４８】
　織成、編組、編成されるメッシュまたはスクリーンを生成するのに使用される材料は、
導電性および絶縁性材料の、複数のフィラメント、モノフィラメントもしくはマルチフィ
ラメント、繊維、ヤーン、スレッド、トウ、ワイヤ、またはケーブルを含んでもよい。し
たがって、「導電性経路」および「電気絶縁性経路」は、導電性材料のワイヤ、フィラメ
ント、モノフィラメントもしくはマルチフィラメント、繊維、ヤーン、スレッド、トウ、
ロープ、またはケーブルを含むものと理解される。スレッドは、フィラメント、ともに撚
り合わされた一群のフィラメント、または短い紡織繊維を紡糸し加撚して連続的なストラ
ンドとすることによって形成される糸状の長さを含むものと理解される。ワイヤは、円筒
状であってもよいが、別の形状も有してもよい、金属の単一の薄い柔軟なスレッド、スト
ランド、またはロッドを意味するものと理解される。ヤーンは、交絡繊維の連続的な長さ
を意味するものと理解される。フィラメント、撚り合わされた一群のフィラメント、また
は短い紡織繊維を紡糸し加撚して連続的なストランドとすることによって形成される糸状
の長さ。ストランドは、さらに加撚もしくは編組を行って、ヤーン、スレッド、ロープ、
または索条とするための単位を形成する、加撚されるか、編組されるか、または平行に置
かれた複数の繊維およびフィラメントを含むものと理解される。
【００４９】
　本発明では、導電性材料のワイヤを使用することが好ましい。
【００５０】
　本発明の電流密度ディストリビュータにおける導電性ワイヤの性質および数は、電流密
度ディストリビュータを通した主要電流フローの方向に交差する方向（図１ａおよび１ｂ
のｘ方向）における導電性ワイヤ１５の電流容量が、電流密度ディストリビュータを通し
た主要電流フローの方向に沿った方向（図１ａおよび１ｂのｚ方向）における電流容量よ
りも小さいようにして選択される。
【００５１】
　これは、電極を通した主要電流フローに交差する方向における単位長さ当たりの導電性
ワイヤ１５の数が、主要電流フローの方向に沿った単位長さ当たりの導電性ワイヤ５の数
よりも少ないという点で達成されてもよい。実際の一実施例では、このことは、主要電流
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フロー方向に交差するメッシュの１ｃｍ当たりの導電性ワイヤ１５の数が、主要電流フロ
ーの方向に沿ったメッシュの１ｃｍ当たりの導電性ワイヤ５の数よりも少ないことを意味
する。これは、交差方向における導電性ワイヤの一部が電気絶縁体のスレッドと交換され
ている、織成メッシュを使用することによって達成されてもよい。
【００５２】
　好ましい一実施形態によれば、電極を通した主要電流フローに沿った方向における単位
長さ当たりの導電性ワイヤ５、２５の数を、主要電流フローの方向に交差する方向におけ
る単位長さ当たりの導電性ワイヤの数に対して増加させることで、主要電流フローに沿っ
た方向の電流容量を増加させることができるとともに、給電子から離れた位置において電
流密度ディストリビュータの一部に向かう電流フローを改善できることが担保される。
【００５３】
　主要電流フローの方向に沿った方向における導電性ワイヤの数を増加させる代わりに、
またはそれに加えて、主要電流フローの方向に沿った方向（図１ｄおよび１ｅのｚ方向）
における導電性経路もしくはワイヤ２５の少なくとも一部は、相対的に大きい平均断面を
有し、電流フローに沿った方向における導電性経路もしくはワイヤ５の少なくとも一部は
、相対的に小さい平均断面を有する。相対的に大きい平均断面を有するワイヤ２５によっ
て、主要電流フローに沿った方向における電流容量を増加させることができるとともに、
給電子から離れた位置において電流密度ディストリビュータの一部に向かう電流を確保で
きることが担保される。
【００５４】
　導電性経路もしくいはワイヤ５、１５、２５の平均直径または断面は、広い範囲内で変
動してもよいが、好ましくは、５０μｍ～５００μｍ、好ましくは７５～４００μｍ、よ
り好ましくは１００～３００μｍ、最も好ましくは１５０～２５０μｍで変動してもよく
、ただし、より大きいもしくは小さい直径、例えば１００もしくは２５０μｍの経路も同
様に使用されてもよい。より小さな断面を用いて、孔面積の高い割合を維持しながらワイ
ヤの数を増加させることができる。
【００５５】
　さらなる重量およびコストの低減は、主要電流フローの方向に沿った方向（図１ｅのｚ
方向）における経路の少なくとも一部が電気絶縁性材料で作られるという点で達成されて
もよい。これらのスレッドを通した無視できる電流は、他の範囲において単位長さ当たり
の導電性ワイヤの数を増加させることによって、より大きい平均断面を有する導電性ワイ
ヤを挿入することによって補償されてもよい。
【００５６】
　導電性経路および電気絶縁体の経路の配置、数、形状、ならびに寸法を選択する際、当
業者は、多孔質メッシュの機械的および寸法的安定性を犠牲にしすぎることなく、十分に
均質な電流密度分布が得られるように、電流密度ディストリビュータ全体にわたって十分
な電流フローを保証できることを考慮するであろう。当業者はさらに、メッシュによって
提供される孔面積の割合が十分に大きく、また空き空間の寸法が、好ましくはポアの表面
の部分のほぼ全体にわたって、メッシュのポアの表面における所望の部分まで電流が届く
ことを達成するような寸法であるように、注意するであろう。このように、電流密度ディ
ストリビュータに隣接して位置付けられる活性層の所望の部分が、電解質と接触しており
、ならびに電流フローがそこに達してもよいことを保証することができる。実際上、メッ
シュは多くの場合、１ｃｍ当たり１０～５０本、好ましくは１０～４０本、より好ましく
は１０～３０本、最も好ましくは１０～２０本の導電性ワイヤを含むであろう。しかしな
がら、より多数またはより少数の導電性ワイヤが同様に使用されてもよい。
【００５７】
　導電性ワイヤおよび電気絶縁性スレッドは、電流密度ディストリビュータを形成するメ
ッシュにおいて無作為な形で配置されてもよい。同様に、多孔質メッシュのポアは無作為
な形で配置されてもよい。場合によって、このことは、望ましいような規則的でない反応
に利用可能な電流密度分布および孔面積に結び付くことがあり、電極の活性層の不均一な
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性能は達成するのがより難しいことがあるが、必ずしもそうであるとは限らないであろう
。したがって、好ましくは、導電性ワイヤ５、１５、２５および非導電性スレッド６、１
６は、図１および３に示されるような規則的な幾何学パターンにしたがって配置される。
それにより、電気絶縁性材料の隣接スレッド間におけるｘ方向の距離は、ｚ方向の距離と
同じであってもよく、または異なってもよい。電気絶縁性材料の隣接スレッド間における
ｘ方向もしくはｚ方向それぞれの距離は、メッシュ全体にわたって一定であってもよく、
または規則的なパターンにしたがって変動してもよい。同様に導電性材料の隣接スレッド
間におけるｘ方向の距離は、ｚ方向の距離と同じであってもよく、または異なってもよい
。導電性材料の隣接スレッド間におけるｘ方向もしくはｚ方向それぞれの距離は、メッシ
ュ全体にわたって一定であってもよく、または規則的なパターンにしたがって変動しても
よい。電解セルの使用がそれを要する場合、導電性ワイヤ５、１５、２５、および非導電
性スレッド６、１６もまた、無作為な形で配置されてもよい。
【００５８】
　好ましい多孔質メッシュは、反応物が多孔質メッシュに浸透し、電気化学的に活性の層
に接触できることを担保するために、十分に高い割合の孔面積が存在するものである。し
たがって、電流密度ディストリビュータは、通常、特にｘ－ｙ面内に、開放構造を有する
であろう。正方形のメッシュにおける孔面積のパーセンテージは次の数式（１）によって
表される（図２を参照）。
【数１】

【００５９】
　非正方形のメッシュのより一般的な例の場合、孔面積のパーセンテージは、孔面積の表
面と孔面積および閉じた面積の合計との比によって表される。特に好ましい多孔質メッシ
ュは、少なくとも４８％、好ましくは６０～８０％の範囲の孔面積を有するものである。
【００６０】
　活性層が電流密度ディストリビュータに接触する接触位置、活性層を反応媒体から遮蔽
する面積、およびそれによって、電解セルによって達成されてもよい反応収率を局所的に
低減するリスク。しかしながら、当業者であれば、他方では十分な寸法的および機械的安
定性を提供することと、活性層の十分に大きい利用可能な反応面との間で最適な補償が達
成されるような形で、孔面積のパーセンテージを選択することが可能であろう。実際上、
このことは、当業者が、単位長さ当たりの導電性経路および電気絶縁性経路の適切な数、
ならびに一方では十分な寸法的および機械的安定性と、他方では活性層の十分に大きい利
用可能な反応面との間で最適な補償を達成する、適切な平均断面とを選択できるであろう
ことを意味する。
【００６１】
　良好な寸法的安定性を維持しながら、可能な限り大きい孔面積を達成するために、好ま
しくは、導電性ワイヤおよび電気絶縁体のスレッドはほぼ同じ平均断面を有し、同様の数
の導電性ワイヤおよび電気絶縁体のスレッドが、主要電流フローに沿った方向および主要
電流フローに交差する方向で存在する。同様のことは、導電性ワイヤと電気絶縁体のスレ
ッドとの比が、１：１．５、好ましくは１：１．２５、より好ましくは１：１．１、最も
好ましくは１：１であることを意味する。
【００６２】
　本発明による電流密度ディストリビュータの寸法は、広い範囲内で変動してもよいが、
好ましくは、導電性および絶縁性材料は、十分な寸法的安定性を担保するために、ｙ方向
における電流密度ディストリビュータの平均厚さが少なくとも１００μｍ、好ましくは少
なくとも１２０μｍであるようにして選択される。電流密度ディストリビュータの平均厚
さは、通常、７５０μｍ以下となり、６００μｍ未満が好ましく、５００μｍ未満、また
はさらには４００μｍ未満が特に好ましい。平均厚さがより厚いと、電極の厚さが厚すぎ
になる恐れがあり、いくつかの電極が電解セル内に装着されると、電解セルが占める空間
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も大きすぎになることがある。より好ましくは、電流密度ディストリビュータの厚さは、
１５０～４００μｍ、特に２００～３００μｍの範囲で変動する。この範囲は、電気抵抗
を最小限に抑えることと、空き空間の十分に大きい分画を提供することとの間で最適な補
償を提供する。
【００６３】
　本発明の範囲内で、導電性経路は多種多様な導電性材料を含んでもよい。本発明ととも
に導電体として使用するのに適した材料としては、２０℃および大気圧で少なくとも１．
２５×１０Ｅ３　Ｓ／ｍの導電率を有する固体材料が挙げられる。導電性経路の抵抗率は
、好ましくは８×１０Ｅ（－４）Ｏｈｍ．ｍ未満、より好ましくは１０Ｅ（－６）Ｏｈｍ
．ｍ未満である。したがって、本発明の範囲内で、「導電体」は、２０℃および大気圧で
少なくとも１０Ｅ６　Ｓ．ｍ－１の導電率、および好ましくは８×１０Ｅ（－４）Ｏｈｍ
．ｍ未満の抵抗率を有する材料を意味するものと理解される。しかしながら、導電性材料
で被覆された電気絶縁体スレッドの導電性経路に材料が利用されるとき、上述の材料特性
は異なってもよい。
【００６４】
　本発明とともに使用するのに適した導電性材料の例としては、導電性材料でドープされ
るかもしくはドープされなくてもよい固有導電性高分子（ＩＣＰ）、金属の合金、例えば
金、イリジウム、プラチナ、ロジウム、パラジウム、銀、銅、ニッケル、亜鉛、タングス
テン、チタン、アルミニウム、錫の合金が挙げられるがそれらに限定されず、ただし、純
金属も同様に使用されてもよい。好ましい導電性材料としては、ステンレス鋼合金、より
好ましくはオーステナイト系ステンレス鋼および二相ステンレス鋼が挙げられる。二相ス
テンレス鋼は、一般的に、約２２～２５重量％のクロムと、５重量％のニッケルと、多少
のモリブデンおよび窒素とを含む。二相鋼は、オーステナイト系ステンレス鋼と比較して
、降伏強さおよび塩化物に対する応力腐食割れ抵抗が高いことから好ましいことがある。
オーステナイト系ステンレス鋼は、二相ステンレス鋼よりも腐食抵抗が優れており、磁気
特性が低いことから好ましいことがある。オーステナイト系ステンレス鋼および二相ステ
ンレス鋼は、腐食抵抗が良好であること、および磁気特性が最小限であることから好まし
い。固有導電性高分子は、その化学構造の固有の性質によって電気を伝導する。本発明と
ともに使用するのに適した固有導電性高分子の例としては、ポリ（３，４－エチレンジオ
キシチオフェン）（ＰＥＤＯＴ）、ポリピロール、ポリアニリン（ＰＡＮＩ）、ポリアセ
チレン、ポリ－ｐ－フェニレン、ポリ－ｐ－フェニレンエチレン、ポリチオフェン、ポリ
フルオレンが挙げられる。
【００６５】
　当業者であれば、反応媒体中における所望の化学抵抗、ならびに／あるいは所望の電気
化学的安定性および腐食抵抗、想定される動作条件、特に動作電圧範囲、電流範囲、電解
質の組成、特に反応媒体中に存在するｐＨおよびイオンを考慮に入れて、最も適切な導電
性材料を選択することができるであろう。
【００６６】
　適切な導電性材料は、好ましくは、電流密度ディストリビュータの材料の温度が上昇し
た場合にも、変形に対する所望の強さ／硬さ／剛性／抵抗を提供し、使用中の変形に対す
るリスクを最小限に抑えるため、十分に高い引張り強さを提供する。したがって、好まし
い導電性材料は、好ましくは、少なくとも１２０ＭＰａ、より好ましくは１９０ＭＰａ超
過、最も好ましくは３００ＭＰａ超過、特に少なくとも４５０ＭＰａの引張り強さを提供
する。最大引張り強さまたは破断点引張り強さは、ＩＳＯ　５２７またはＡＳＴＭ　Ｄ６
３８にしたがって測定した引張り応力下で材料を破断するのに要する、単位面積当たりの
力（ＭＰａまたはｐｓｉ）を意味する。降伏強さまたは降伏点は、材料が塑性的に変形し
始める応力として定義される。
【００６７】
　本発明の範囲内で、電気絶縁性材料は、２０℃で１０Ｅ１２　Ｏｈｍ．ｍ超過、好まし
くは１０Ｅ１６　Ｏｈｍ．ｍ超過の電気抵抗を有する材料を含むものと理解される。
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【００６８】
　多種多様な電気絶縁性材料、例えば、ポリアラミド、ポリエステル、ポリオレフィン、
ポリエーテルケトン、ポリフェニレンスルフィド（ＰＰＳ）、ポリエーテルイミド（ＰＥ
Ｉ）などが、本発明とともに使用するのに適している。ポリオレフィンの適切な例として
は、ＵＨＭＷＰＥ、ＨＤＰＥ、ポリプロピレンなどが挙げられる。ポリエステルの適切な
例としては、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）が挙げられる。他の適切な材料とし
ては、フッ素プラスチック、例えばＰＴＦＥ、ＥＴＦＥ、ＦＥＰ、ＰＦＡ、ＥＦＥＰ、Ｐ
ＣＴＦＥ、脂肪族ポリアミドが挙げられる。上述の材料は、単独でまたは任意の組み合わ
せで使用されてもよい。電気絶縁性経路は、それに加えて、ガラス、セラミック、鉱物繊
維、炭素繊維などで作られた繊維を、上述のプラスチック繊維に対して適切な比で含んで
もよい。したがって、電気絶縁性経路として使用するのに適した材料は、上述の高分子の
１つもしくは複数の高分子マトリックスを含み、その中にガラス繊維、セラミック繊維、
炭素繊維などの強化成分を分布させた、複合材料で作られたモノフィラメントまたはスレ
ッドである。
【００６９】
　好ましい電気絶縁性材料は、十分な圧縮抵抗と組み合わせて、使用中の電流密度ディス
トリビュータの変形のリスクを最小限に抑えるのに、十分に高い引張り強さを提供するも
のである。好ましい材料は、少なくとも１５ＭＰａ、より好ましくは少なくとも４０ＭＰ
ａ、最も好ましくは少なくとも５５ＭＰａ、特に少なくとも１００ＭＰａの引張りを提供
するものである。好ましい材料は、２０ＭＰａ超過、より好ましくは５５ＭＰａ超過、最
も好ましくは８０ＭＰａ超過、特に１００ＭＰａ超過の圧縮強さを提供する。引張り強さ
または破断点引張り強さは、材料の性質に応じて、ＡＳＴＭ　Ｄ８８２またはＡＳＴＭ　
Ｄ４１２にしたがって測定した引張り応力下で材料を破断するのに要する、単位面積当た
りの力（ＭＰａもしくはｐｓｉ）を意味する。電気絶縁体の経路は、好ましくは、５０μ
ｍ～２５０μｍ、好ましくは６０～２００μｍ、より好ましくは６０～１５０μｍの平均
断面を有する。
【００７０】
　したがって、好ましくは、電流密度ディストリビュータは、金属タイプ、金属プラスチ
ックタイプ、金属混合タイプ、金属プラスチック混合タイプ、金属金属混合タイプ、金属
金属プラスチック混合タイプ、金属と他の非金属導電性材料（導電性高分子および導電性
炭素、例えばグラファイト、グラフェン、およびカーボンナノチューブなど）との混合物
または非導電性材料（プラスチックなど）との混合物、多孔質導電性ウェブ、ならびにそ
れらの任意の組み合わせから成る群から選択される。
【００７１】
　本発明の別の好ましい実施形態によれば、電流密度ディストリビュータは、多孔質導電
性ウェブ、例えば炭素電極、例えばピッチ結合炭素電極もしくは炭素発泡体、金属鋳造電
極もしくは金属電極、例えば打抜き金属シート、織成金属材料、金属メッシュ、金属スク
リーン、金網、金属発泡体、または導電性のネットもしくはアレイをさらに含んでもよい
。多孔質導電性ウェブに対する材料の選択は、用途の要件に応じて変わる。適切な材料と
してはステンレス鋼およびニッケルが挙げられる。多孔質導電性ウェブの孔径は、好まし
くは、１４９μｍ～８４０μｍの範囲である。別の好ましい実施形態によれば、電流密度
ディストリビュータは、例えば強酸性電解質中での腐食を回避するため、化学的または熱
的に処理した多孔質導電性ウェブをさらに備える。
【００７２】
　本発明のさらに別の好ましい実施形態によれば、電流密度ディストリビュータは、多孔
質導電性ウェブとの電子の交換を行うさらに高い導電性を有する導電性材料である、電流
密度ディストリビュータと直接接触している多孔質導電性ウェブをさらに備える。
【００７３】
　本発明は、電流密度ディストリビュータの表面積のほぼ全体にわたって電流フローを最
大限にすることと、一方では電流密度ディストリビュータの孔面積の空間を考慮に入れ、
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他方では電流密度ディストリビュータの材料コストおよび重量を可能な限り低く保ち、一
方で依然として十分な機械的および寸法的安定性を保証して、電流密度ディストリビュー
タの表面全体にわたる電流分布を最適化することとの間で最適な補償を提供する、電流密
度ディストリビュータを提供する。本発明は、その構成によって、オーム分極によるもの
であろう内部電流損失を低減することを可能にする、改善された電流密度分布を提供する
ことができる電流密度ディストリビュータを提供する。
【００７４】
　本発明はまた、上述したような少なくとも１つの電流密度ディストリビュータ、または
複数のかかる電流密度ディストリビュータを備え、アノードもしくはカソードのどちらか
であってもよい、ガス拡散電極に関する。電流密度ディストリビュータの一面には活性層
が配置され、電流密度ディストリビュータの対向面には疎水性または撥水層が配置される
。本発明によれば、電流密度ディストリビュータの面全体は、それぞれ疎水性層またはそ
の一部のみである、活性層によって被覆されてもよい。同様に、本発明の電流密度ディス
トリビュータは、活性層の表面の一部に配置されてもよいが、好ましくは活性層の表面全
体に配置される。「撥水層」（ＷＲＬ）は、ガスに対して多孔質である、ガスと接触する
外表面を有し、ガス拡散層の外表面に対する水性電解質の漏れを防ぐ能力を有する層を含
むものと理解される。「電気化学的活性層」は、高い導電性とガスおよび電解質に対する
多孔性とを有し、一方の面に電解質との境界面を、他方の面に撥水（疎水性ガス拡散）層
を有する、電気化学反応が行われる層である。
【００７５】
　本発明は、以下の実施例および比較例においてさらに解明される。
【００７６】
　以下の実施例は、図４に示されるような正方形の幾何学形状を有する電極および電流密
度ディストリビュータ、ならびにかかる電極を含む電気化学ハーフセルを利用する。電気
化学ハーフセルは電流密度ディストリビュータを含む。電流密度ディストリビュータは、
メッシュのｚ方向で延在する導電性材料の複数のワイヤと、メッシュのｘ方向で延在する
導電性の複数のワイヤとを備える、正方形の多孔質ウェブを備える。メッシュは、０．２
５ｍｍの平均断面を有する複数の導電性ワイヤで作られる。ｘ方向およびｚ方向における
電流密度ディストリビュータの寸法は１０ｃｍ×１０ｃｍであり、ｙ方向で０．２５ｍｍ
である。電流密度ディストリビュータは導電性フレーム内に装着される。電流は、矢印に
よって示される方向、即ちｚ方向で流れるものと仮定される。導電性材料のラグは、電流
がそこに沿って電流密度ディストリビュータに供給されるフレームの辺に装着される。ｘ
方向およびｚ方向それぞれにおけるラグの寸法は１１ｃｍ×１ｃｍであり、ｙ方向で０．
２５ｃｍである。電解質は電気化学的に活性の層と完全に接触しており、したがって、１
０ｃｍ×１０ｃｍ（ｘ方向およびｚ方向）の寸法を有し、厚さ０．５ｃｍ（ｙ方向）であ
る。電気化学的に活性の層の厚さは、電流密度ディストリビュータの厚さと一致させるた
め、０．２５ｍｍで設定した。
【００７７】
　電流密度ディストリビュータの一面上に、電気触媒的に活性の材料の層、特に多孔質活
性炭材料のマトリックスを配置している。活性材料は、部分的には多孔質電流密度ディス
トリビュータのポア内へと延在する。活性層は電解質と直接接触するものと考えられる。
【００７８】
　電流密度ディストリビュータ全体にわたる電流密度分布は、Ｃｏｍｓｏｌ（オランダ）
から入手可能なＣＯＭＳＯＬ　Ｍｕｌｔｉｐｈｙｓｉｃｓ一次電流分布プレミスを使用し
て計算する。次の仮定が作られている：電流密度ディストリビュータを通る電流の経過は
、電流密度ディストリビュータのオーム抵抗によって制御される。電解質に隣接している
電極および電流密度ディストリビュータは、等電位面であると見なされ、電解質中のイオ
ンの濃度は均一であると仮定される。電極速度論による活性化過電圧、および物質移動に
よる濃度過電圧は無視していた。電極は完全な導体と見なされ、電極電位（ΦＭ）は一定
であると仮定される。電極の外側表面は絶縁性（▽Φｓ＝０）であると見なされる。電解
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質の導電率（κ）および電極の上における電解質電位（ΦＳ）は一定であると仮定される
。電極は平衡から外れていると見なされ、即ちＥ＞Ｅｅｑである。電解質および電極は両
方とも、オームの法則にしたがう（ｊ＝－κ▽ΦＳ、ｊは電流密度を指す）。
【００７９】
　定常モデルは、電流密度ディストリビュータと、電気化学的に活性の層と、電解質とに
関する境界面における一次電流密度分布の解決策について考慮している。
【００８０】
　２０ｍＡの放電電流がラグを通して印加されると仮定される。平衡電位ΦＳ＋ΦＭ＝０
．７Ｖである。この条件は、電気化学的に活性の層と電流密度ディストリビュータとの間
の境界において有効である。電流密度ディストリビュータの導電率は、４．８×１０６Ｓ
　ｍ－１であると仮定され、この値は、ステンレス鋼、銅、オーステナイト鋼などの良好
な導電性材料で作られた電流密度ディストリビュータに関して代表的な値である。電気化
学的に活性の層の導電率は９．５×１０２Ｓ　ｍ－１であり、この値は、グラファイト、
活性炭、および他の形態の非晶質炭素などの半導体材料に関して代表的な値である。電解
質の導電率は１０ｍＳ　ｃｍ－１である。
【００８１】
　実施例１：単位長さ当たりの導電体数が、多孔質電極の電流密度ディストリビュータ全
体にわたる電流分布密度に対して及ぼす影響
【００８２】
　実施例１は、三次元モデルに基づく計算モデリングを使用した、ｘ方向、即ち主要電流
フローの方向に垂直な方向における、単位長さ当たりの導電体の数が、多孔質電極の電流
分布密度プロファイルに対して及ぼす影響を示す。
【００８３】
　ｚ方向で、１０本のワイヤを長さ１０ｃｍにわたって均一に分布させた。ワイヤは互い
から規則的な距離で位置付けた。主要電流フローに垂直なｘ方向における導電性ワイヤの
数は、次のように変動させた：長さ１０ｃｍにわたって、それぞれ１０本、１５本、２０
本、および３０本のワイヤを提供した。規則的な方形パターンを有するメッシュが得られ
るように、ワイヤは互いから規則的な距離に位置付けた。
【００８４】
　図４ａ、５ａ、６ａ、および７ａはそれぞれ、ｚ方向で１０本の導電性ワイヤを有し、
長さ１０ｃｍにわたって均一に分布させた、ｘ方向（電流の主要フローに対して垂直）で
それぞれ１０本、１５本、２０本、および３０本の導電性ワイヤを有する、電流密度ディ
ストリビュータに対応する電流密度分布を示す。図４ｂ、５ｂ、６ｂ、および７ｂは、そ
れぞれ図４ａ、５ａ、６ａ、および７ａの電流密度ディストリビュータに対応する、電気
化学的に活性の層のｚ軸に沿った電流密度プロファイルを示す。
【００８５】
　図４ｂ～７ｂから、主要電流フローに垂直な方向において単位長さ当たりで存在する導
電性ワイヤの数は、電極全体にわたる電流密度またはその分布に対して著しい影響を有さ
ないことを認識することができる。
【００８６】
　実施例２：単位長さ当たりの導電体数が、多孔質電極の電流密度ディストリビュータ全
体にわたる電流分布密度に対して及ぼす影響
【００８７】
　電流密度ディストリビュータにおける単位長さ当たりのワイヤの数を、ｚ方向で、特に
主要電流フローに平行な方向で、次のように変動させた：長さ１０ｃｍにわたって、それ
ぞれ１５本、２０本、および３０本のワイヤを均一に分布させた。ｘ方向で、長さ１０ｃ
ｍにわたって１０本のワイヤを均一に分布させた。
【００８８】
　図８ａ、９ａ、１０ａはそれぞれ、ｘ方向（電流の主要フローに対して垂直）で１０本
の導電性ワイヤを有し、長さ１０ｃｍにわたって均一に分布させた、ｘ方向（電流の主要
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フローに対して垂直）でそれぞれ１５本、２０本、および３０本の導電性ワイヤを有する
、電流密度ディストリビュータを示す。
【００８９】
　図８ｂ、９ｂ、１０ｂは、それぞれ図８ａ、９ａ、１０ａの電流密度ディストリビュー
タに対応する、電気化学的に活性の層のｚ軸に沿った電流密度プロファイルを示す。
【００９０】
　図８ｂ～１０ｂから、主要電流フローに平行な方向（ｚ方向）における単位長さ当たり
の導電体の数を変動させることは、電極全体の電流密度分布に対して著しい影響を有する
ことを認識することができる。図８ｃを図９ｃと比較すると、主要電流フローに平行なｚ
方向において導電性ワイヤの数を増加させることで、電流密度ディストリビュータ全体に
わたる電流密度分布の均質性が改善されることが示される。したがって、電極の他の位置
にある電気化学的に活性の層の面積がより大きいと、電流密度がより高くなり、電極の両
端間の電圧降下が低減されてもよい。電極の両端間の電圧降下がより小さくなると、化学
反応に使用したときに、電極の両端間の電圧降下がより大きい電極よりも、動的反応速度
および反応選択性が改善されてもよいという利点が提供される。
【００９１】
　図８ａおよび８ｂから、電流フローの主要方向に平行な方向における単位長さ当たりの
ワイヤ数がより少ないと、ｚ方向の電流密度の大きさが、電極のある面積において他の面
積よりも高くなる（例えば、５０Ａ　ｍ－２）ことを観察することができる。実際上、こ
のことは、電極の反対側の面上に位置する電気化学的に活性の層の大きい面積が、比較的
低い電流密度で（例えば、ｚ＝０で）動作しなければならなくなることを意味する。この
効果は電極の両端間における大きい電圧降下と関連付けられる。電極の両端間の電圧降下
が大きいと、化学反応に使用したときに、電極の両端間の電圧降下がより小さい電極と比
較して、動的反応速度および反応選択性が低下するであろうという問題が提示される。
【００９２】
　実施例３
【００９３】
　ｘ方向およびｚ方向の両方で導電性ワイヤを有する電流密度ディストリビュータを用い
て、実施例２を繰り返した。ｘ方向およびｚ方向の両方において、２つのタイプの導電性
ワイヤ、即ち断面がより小さいワイヤと、より大きい平均断面を有するワイヤとを使用し
た（図１１ａを参照）。図１１ａは、ｘ方向およびｚ方向両方のより厚いワイヤが２ｍｍ
の平均断面を有し、より小さいワイヤが０．２５ｍｍの平均断面を有する例を示す。図１
２ａおよび１３ａは、主要電流フローに垂直なｘ方向のより厚いワイヤが２ｍｍの平均断
面を有し、主要電流フローに平行なｚ方向のより厚いワイヤがそれぞれ、１ｍｍおよび０
．５ｍｍの平均断面を有し、ｘ方向およびｚ方向両方のより小さいワイヤが０．２５ｍｍ
の平均断面を有する例を示す。電流密度プロファイルは図１１ｂ～１３ｂに示される。
【００９４】
　このモデルから、主要電流フローに垂直な方向の導電性ワイヤを、電気絶縁体で作られ
たワイヤに置き換えることによって、ｚ軸に沿った電流密度分布および電流密度プロファ
イルに対して、導電性ワイヤを除去することと類似した影響を有することを推論すること
ができる。これによるモデルは、主要電流フロー方向に垂直なｘ方向のより厚いワイヤが
、電極を通した電流フローにおいて不可欠なものではなく、重量と材料コストが低減され
た電流密度ディストリビュータおよび電極が想定される場合に、比較可能な電気化学的性
能を維持したままワイヤを除去できることを示している。しかしながら、導電性ワイヤを
電気絶縁体で作られたワイヤと交換することで、電気絶縁体スレッドが単純に除去される
状況と比較して、機械的および寸法的安定性が改善されるであろう。
【００９５】
　実施例４
【００９６】
　２ｍｍの平均断面を有するｘ方向およびｚ方向の両方のより厚いワイヤと、０．２５ｍ
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ｍの平均断面を有するより小さいワイヤを用いて、実施例３を繰り返した。ｚ方向におけ
るより厚い導電性ワイヤの平均断面を、次のように変動させた：図１４ａは２ｍｍ、図１
５ａは１ｍｍ、図１６ａは０．５ｍｍ。
【００９７】
　図１４ｂ～１６ｂに示される電気密度プロファイルから、主要電流フローの方向に沿っ
たｚ方向で厚いワイヤの平均断面を増加させることで、電流密度ディストリビュータの性
能が著しく改善されることを推論することができる。したがって、プラスチックワイヤを
挿し込んでｚ方向の厚い金属ワイヤを交換することは、電極のコストおよび重量よりも製
品の選択性または性能が評価されない場合にのみ妥当である。
【００９８】
　モデルの結果のように、ｘ方向の厚いワイヤは電極を通して電流を分布させるのに不可
欠ではないので、それらを除去して電流密度ディストリビュータを提供し、したがって、
実施例２でもたらされた結果と類似した形で、比較可能な電気化学的性能を維持しながら
より軽量でより安価な電極を提供することができる。

【図１ａ】

【図１ｂ】

【図１ｃ】

【図１ｄ】
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